
包括外部監査 措 置 状 況 報 告 書

（地方自治法第252条の38第6項に基づくもの）

対　　　象 岐阜市の債権 結果欄の記載方法

監査実施年度 平成28年度 ○、△、×のいずれかを記入

包括外部監査人 芝　英則 ○：措　　置　　済　　措置を講じた（実施中含む）もの

提　出　日(最新提出日) 令和8年3月31日 △：検　　討　　中　　検討中のもの

監査委員公表日 令和8年10月5日 ×：未実施決定済　 措置を講じないことを決定したもの

第８　後期高齢者医療保険料

指摘及び意見 措置状況（令和7年度末） 結果欄 部 課 本編頁

100　指摘
【相続人に対する請求】
費用対効果の見合わない少額滞納者以外は、相続人調査を実施し
て、相続人に対する納入の通知や督促、催告のほか、滞納処分を実
施すべきである。

令和７年度も、保険料決定通知書に同封するお知らせや、年6回送付
する催告書に、相続人にも納付義務があることを記載して発送してい
る。
　おくやみコーナーへの送付先変更届出の案内依頼も、継続して
行っている。
　相続人に対する納入の通知等については、令和８年度に悪質な滞
納者への滞納処分を実施できるよう取り組みを開始し、その経過を検
討し判断するため、当面実施しない。

× 福祉部 福祉医療課 511

101　指摘
【消滅時効の管理】
漫然と、消滅時効にかけないよう、滞納金額が大きい事案など一定の
基準を設けた上で、実態調査等を行い、滞納処分を実施するのか、
徴収緩和措置を取るのか、方針を適切に決定すべきである。

　令和７年度も、催告書を年６回送付し、分納相談や納付誓約書の徴
取など対応を進めた。また、納付が滞っている分納誓約者に対し、警
告書を送付する取り組みを新たに始め、令和７年度は２回送付した。
　悪質な滞納者については、令和７年度に財産の調査や滞納処分等
の方針を策定した。令和８年度には滞納処分等を実施する。

○ 福祉部 福祉医療課 511

第７　水道料金

指摘及び意見 措置状況（令和7年度末） 結果欄 部 課 本編頁

264　指摘
【支払督促等の訴訟手続】
給水停止では回収できない場合には、支払督促等の訴訟手続を利
用し債権回収を図るべきである。

令和6年度に作成した「強制執行手順のフローチャート」に基づき、令
和7年10月に岐阜簡易裁判所へ支払督促の申立を1件実施した。
今後も、引き続き、基準を満たした案件に対して支払督促を実施す
る。

○
上下水道事業

部
営業課 532

令和7年度末時点の措置状況　（既に措置済みのものも含む）

措置済 検討中 未実施決定済 合計

338 0 33 371


